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連結株主資本等変動計算書

（ 2018年1月1日から
2018年12月31日まで ）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計
2018年1月1日残高 1,229,213 929,069 6,894,724 △84,347 8,968,658

連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △254,413 △254,413

親会社株主に帰属する当期純
利益 1,020,312 1,020,312

自己株式の取得 △103 △103
連結子会社株式の取得による
持分の増減 △277,701 △277,701

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △277,701 765,898 △103 488,094

2018年12月31日残高 1,229,213 651,367 7,660,623 △84,450 9,456,753

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

その他の
包括利益

累計額合計
2018年１月１日残高 161,349 161,349 201,491 9,331,499

連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △254,413

親会社株主に帰属する当期純
利益 1,020,312

自己株式の取得 △103
連結子会社株式の取得による
持分の増減 △277,701

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) △189,761 △189,761 △92,435 △282,196

連結会計年度中の変動額合計 △189,761 △189,761 △92,435 205,897

2018年12月31日残高 △28,411 △28,411 109,056 9,537,397

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】

1. 連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数  6社
連結子会社の名称
　(株)システムアイシー
　(株)ソフトテックス
　(株)ＤＳテクノロジーズ
　ガーデンネットワーク(株)
　(株)ゴーガ
(株)ゴーガ解析コンサルティング

2. 持分法の適用に関する事項
すべての関連会社に持分法を適用しております。
持分法適用の関連会社数　1社
持分法適用会社の名称
　(株)システムエンジニアリング

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、(株)ゴーガ解析コンサルティングを除いて、連結決
算日と一致しております。なお、(株)ゴーガ解析コンサルティングの決算日
は6月30日であります。連結計算書類の作成に当たって、当該子会社につい
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しておりま
す。
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4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
　時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。
(なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算定しております｡)

　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ
　時価法を採用しております。
③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

商　品 総平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定)を採用しております。

仕掛品 個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定)を採用しております。

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
　建物及び構築物　　    10～50年
　その他　　　　　　　　3～10年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
a 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売

収益に基づく償却額と当該ソフトウェア残存期間
(3年)に基づく定額法償却額とのいずれか大きい額
を計上する方法を採用しております。

b 自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間(5年)に基づいております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

② 賞与引当金 一部の連結子会社の従業員に支給する賞与に充てるた
め、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上
しております。

③ 役員賞与引当金 一部の連結子会社の役員に支給する賞与に充てるた
め、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上
しております。

④ 株主優待引当金 将来の株主優待制度の利用に備えるため、当連結会計
年度における株主優待制度の利用見込額を計上してお
ります。

⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている
場合には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘ
ッジ対象

ヘッジ手段：為替予約
ヘッジ対象：外貨建の買掛金（予定取引）

③ ヘッジ方針 社内管理規程に基づき為替変動によるリスクを回避す
るためにデリバティブ取引を利用しております。

④ ヘッジ有効性の
評価

ヘッジ対象の債務とヘッジ手段が同一通貨の為替予約
については、有効性の評価を省略しております。
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（6) 収益及び費用の計上基準
　システム受託開発に係る売上及び原価の計上基準

① 当連結会計年度
末までの進捗部
分について成果
の確実性が認め
られる案件

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の案件 工事完成基準

(7) のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、5年間から10年間の定額法により償却を行って
おります。

(8) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【表示方法の変更】
（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「前
受金」（前連結会計年度725,922千円）は、重要性が増したため、当連結会計
年度より区分掲記しております。

【連結貸借対照表に関する注記】
1. 有形固定資産の減価償却累計額

建物及び構築物 1,431,607千円
その他 1,399,296千円
　合　　計 2,830,903千円

2. 有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額
建物及び構築物 63,981千円
土地 1,459千円
その他 27,958千円
　合　　計 93,398千円
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末株式数(株)

発行済株式
普通株式 10,040,000 － － 10,040,000

自己株式
普通株式 254,854 47 － 254,901
(注)  普通株式の自己株式の増加47株は、単元未満株式の買取りによるものであ

ります。

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決  議 株式の
種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年3月27日
定時株主総会

普通
株式 127,206 13 2017年

12月31日
2018年
3月28日

2018年7月30日
取締役会

普通
株式 127,206 13 2018年

6月30日
2018年
9月3日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結
会計年度となるもの

2019年3月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関
する事項を次のとおり提案しております。

　決 議(予 定) 株式の
種類

配当金の総
額(千円)

配当の
原資

1株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発
生日

2019年3月26日
定時株主総会

普通
株式 127,206 利益剰余金 13 2018年

12月31日
2019年

３月27日
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【金融商品に関する注記】
1．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用しており
ます。また、資金調達については、経営計画及び資金繰りを考慮し、必要な資
金を銀行借入等により調達する場合があります。なお、デリバティブ取引は、
為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

営業債権に係る顧客の信用リスクについては、主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、与信情報を更新することにより、財務状況の悪化等による
回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券に係る市場価格の変動リスクについては、定期的
に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しておりま
す。債券については、市況、発行体の信用情報などを勘案し、保有状況を継続
的に見直しております。

営業債務である買掛金や借入金の流動性リスクについては、資金繰り表を作
成し、適時に更新するとともに、手許流動性を継続して維持することにより、
流動性リスクを管理しております。

2．金融商品の時価等に関する事項
　2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 7,233,409 7,233,409 －
(2)金銭の信託 17,901,381 17,901,381 －
(3)受取手形及び売掛金 5,559,903 5,559,903 －
(4)有価証券及び投資有価証券 1,104,860 1,104,860 －
(5)差入保証金 303,447 303,210 △237

資  産  計 32,103,001 32,102,764 △237
(1)買掛金 2,712,094 2,712,094 －
(2)短期借入金 24,000 24,000 －
(3)未払法人税等 384,707 384,707 －
(4)収納代行預り金 21,449,448 21,449,448 －
(5)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,839,220 1,838,768 △451

負  債  計 26,409,470 26,409,018 △451
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 (注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　　　資　産
　　　(1) 現金及び預金、(2) 金銭の信託、(3) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額によっております。

　　　(4) 有価証券及び投資有価証券
時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融

機関から提示された価格等によっております。
　　　(5) 差入保証金

時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債
　(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等、(4) 収納代行預り金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額によっております。

　　　(5) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

2. 非上場株式(連結貸借対照表計上額652,399千円)については、市場価格
がなく、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、上記資産の「(4) 有価証券及び投
資有価証券」に含めておりません。

【1株当たり情報に関する注記】
　1株当たり純資産額 963円54銭
　1株当たり当期純利益 104円27銭
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株主資本等変動計算書

（ 2018年1月1日から
2018年12月31日まで ）

(単位：千円)
株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利　益　剰　余　金

自己株式 株主資本
合計資　本

準備金
資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2018年１月１日
残高 1,229,213 929,069 929,069 75,000 4,300,000 2,211,332 6,586,332 △84,347 8,660,267

事業年度中の変
動額
剰余金の配当 △254,413 △254,413 △254,413

別途積立金の積立 200,000 △200,000 － －

当期純利益 942,080 942,080 942,080

自己株式の取得 △103 △103

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

事業年度中の変
動額合計 － － － － 200,000 487,666 687,666 △103 687,563

2018年12月31
日残高 1,229,213 929,069 929,069 75,000 4,500,000 2,698,998 7,273,998 △84,450 9,347,830

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

2018年１月１日
残高 161,349 161,349 8,821,616

事業年度中の変
動額
剰余金の配当 △254,413

別途積立金の積立 －

当期純利益 942,080

自己株式の取得 △103

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

△189,761 △189,761 △189,761

事業年度中の変
動額合計 △189,761 △189,761 497,801

2018年12月31
日残高 △28,411 △28,411 9,319,418

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
　1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券
　時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。
(なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算定しております｡)

　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 商　品 総平均法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定)を採用しております。
② 仕掛品 個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)を採用しております。

　2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
　建物　　　　　　　 15～50年
　構築物　　　　　　 10～50年
　機械及び装置　　　　　　 9年
　工具、器具及び備品　3～10年

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。
a 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売

収益に基づく償却額と当該ソフトウェア残存期間
(3年)に基づく定額法償却額とのいずれか大きい額
を計上する方法を採用しております。

b 自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間(5年)に基づいております。
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　3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

(2) 株主優待引当金 将来の株主優待制度の利用に備えるため、当事業年度
末における株主優待制度の利用見込額を計上しており
ます。

(3) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

　4. ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている
場合には振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘ
ッジ対象

ヘッジ手段：為替予約
ヘッジ対象：外貨建の買掛金（予定取引）

(3) ヘッジ方針 社内管理規程に基づき為替変動によるリスクを回避す
るためにデリバティブ取引を利用しております。

(4) ヘッジ有効性の
評価

ヘッジ対象の債務とヘッジ手段が同一通貨の為替予約
については、有効性の評価を省略しております。

　5. 収益及び費用の計上基準
システム受託開発に係る売上及び原価の計上基準

(1) 当事業年度末ま
での進捗部分に
ついて成果の確
実性が認められ
る案件

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

(2) その他の案件 工事完成基準

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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【貸借対照表に関する注記】
　1. 有形固定資産の減価償却累計額

建物 1,303,744千円
構築物 89,532千円
機械及び装置 66,374千円
車両運搬具 8,617千円
工具、器具及び備品 1,096,753千円
　合　　計 2,565,022千円

　2. 有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額
建物 63,938千円
構築物 42千円
機械及び装置 9,222千円
工具、器具及び備品 18,736千円
土地 1,459千円
　合　　計 93,398千円

　3. 関係会社に対する金銭債権債務（区分掲記したものを除く）
短期金銭債権 30,668千円
短期金銭債務 106,807千円

【損益計算書に関する注記】
　関係会社との取引高

営業取引による取引高
　売　 上 　高 94,552千円
　仕　 入 　高 884,807千円
　販売費及び一般管理費 163,848千円
営業取引以外の取引高 1,300千円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度
期首株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 254,854 47 － 254,901
(注)  普通株式の自己株式の増加47株は、単元未満株式の買取りによるものであ

ります。

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　土地 33,207千円
　ソフトウエア 3,742千円
　投資有価証券 34,405千円
　未払賞与 40,798千円
　未払事業税 23,999千円
　役員退職慰労引当金 41,259千円
　その他 29,065千円
繰延税金資産小計 206,478千円
評価性引当額 △115,934千円
繰延税金資産合計 90,544千円

繰延税金負債
　建物（資産除去債務） △1,478千円
　その他有価証券評価差額金 △47,253千円
繰延税金負債合計 △48,731千円
繰延税金資産の純額 41,812千円

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 952円41銭
１株当たり当期純利益 96円28銭
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